
北九州市における事業系ごみの
減量リサイクルについて

（諮問）

令和６年２月9日

環境局循環社会推進課
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１ 廃棄物とは

【事業系ごみ】
事業活動に伴って
発生する廃棄物

【家庭ごみ】
人の日常生活から
発生する廃棄物

事業系一般廃棄物

産業廃棄物

一般廃棄物

廃 棄 物

自治体が統括的な
処理責任を有する

排出事業者の
処理責任で処理

自己搬入ごみ
排出者自身もしくは収集
運搬業者が市の処理施設
に搬入

（住居併設事業所ごみ等）
一般家庭と同様にごみス
テーションに持ち出し、
市が収集

飲食店、スーパー、
小売店、オフィス等

飲食店、八百屋、
法律事務所等

産業廃棄物 事業活動に伴い発生した法令で定める20品目

一般廃棄物 産業廃棄物以外の廃棄物

＜廃棄物処理法上の定義＞
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１ 廃棄物とは

国民の責務
国民は、廃棄物の排出を抑制し、再生物の使用等により廃棄物の再生利用を図

り、廃棄物を分別して排出し、廃棄物の減量その他適正な処理に関し国及び地方
公共団体の施策に協力しなければならない（第２条の４）。

事業者の責務
事業者は、その事業活動に伴って生じた廃棄物を自らの責任において適正に処

理しなければならない(第３条第１項）。

事業者は、廃棄物の減量その他適正な処理の確保等に関し国及び地方公共団体
の施策に協力しなければならない（第３条第３項）。

市町村の責務
市町村は、一般廃棄物の適正な処理に必要な措置を講ずるよう努めるとともに、

一般廃棄物の処理に関する事業の実施に当たっては、その能率的な運営に努めな
ければならない（第４条第１項）。

市町村は、当該区域内の一般廃棄物に関する計画を定めなければならない（第
６条第１項）。

市町村は、一般廃棄物処理計画に従って、その区域内における一般廃棄物を生
活環境の保全上支障が生じないうちに収集し、これを運搬し、および処分しなけ
ればないない（第６条の２第１項）。

＜廃棄物処理法上の責務＞
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２ 北九州市の廃棄物の状況

（１）北九州市の家庭ごみ排出状況の経年推移

家庭ごみは、平成18年度の家庭ごみ収集制度の見直しや、市民の３Ｒへの取組
などにより、年々ごみ量は減少
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H18
家庭ごみ収集制度見直し
〇料金改定(大)15円→50円
〇資源化物有料指定袋導入(大）15円
〇プラスチック容器包装収集開始
〇小物金属拠点回収開始 小型家電

拠点回収
開始

古着
拠点回収
開始

水銀等
拠点回収
開始

電池類
拠点回収
開始

食品ロス
削減対策
開始

レジ袋
無料配布
中止
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事業系ごみは、平成16年度の事業系ごみ対策により減少したものの、その後
徐々に増加
平成29年度に事業系ごみ対策の強化を図り、その後新型コロナウイルス感染症
の影響で、近年は減少

（２）北九州市の事業系ごみ排出状況の経年推移

２ 北九州市の廃棄物の状況
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H29～
事業系ごみ対策の強化
〇工場での展開チェック
（搬入物検査）や搬入指導の強化
〇事業所訪問による分別状況確認

H16
事業系ごみ対策の実施
〇事業系ごみの市収集を原則廃止
〇搬入手数料の改定
7,000→10,000円/トン

〇リサイクル可能な古紙・木材の
焼却工場搬入禁止 R2～

新型コロナウイルス感染症の影響
で、減少
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（３） 北九州市のごみ処理経費

本市の令和3年度ごみ処理経費は、全体で約136億円

そのうち、事業系ごみの処理経費は約25億円で、1トン当たり18,073円

今後の新日明工場の建設や新門司工場の延命化等に伴い、ごみ処理経費は
増加し、将来的には処理経費が1トン当たり2万円を超えることが見込まれる

区 分 全 体 うち 家庭ごみ
（指定袋）

うち 事業系ごみ
（自己搬入ごみ）

収集運搬 ５２億円 ４５億円 ―

破 砕 ８億円 ― ４億円

選 別 １０億円 ― ―

焼 却 ６３億円 ２６億円 ２０億円

埋 立 ２億円 １億円 １億円

合 計 １３６億円 ７２億円 ２５億円

【令和３年度ごみ処理経費】

２ 北九州市の廃棄物の状況

【ごみ処理経費の経年推移】
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３ 他の政令指定市との比較

（１）家庭ごみ量と処理経費の政令市比較

【家庭ごみ量（市民１人一日あたり）の政令市比較】

家庭ごみ量
459ｇ 政令市第7位

北九州市の市民１人一日あたりの家庭ごみ量は459g(R3実績)、20政令市の中で7番
目に少ない
有料指定袋制度の導入やごみ収集の委託化などの施策により、ごみ処理経費（実
経費）は政令市の中でも最も安価

（g/人・日）

【家庭ごみ量と実経費の政令市比較】

Ⅱ 経 費 ：高い
ごみ量：少ない Ⅰ 経 費 ：高い

ごみ量：多い

Ⅲ 経 費 ：安い
ごみ量：少ない Ⅳ 経 費 ：安い

ごみ量：多い

（円/t）

（g/人・日）

※実経費 (円/t)
家庭ごみ処理費 ー 指定袋収入

出典：令和３年度一般廃棄物処理実態調査（環境省）

政令市平均
466g/人日

政令市平均
48,157円/t
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（２）事業系ごみの政令市比較

北九州市の事業所床面積１ｍ２あたりの事業系ごみ量は11.9㎏(R3実績)、政令市
の中で最も多い
処理経費は抑えているものの、処理手数料（自己搬入)が政令市の中でも安価で
あり、ごみ処理経費（実経費）は政令市の中で中位
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事業系ごみ量
11.9㎏/ｍ２

政令市第20位
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【事業系ごみ量（事業所床面積１ｍ２あたり）の政令市比較】

Ⅱ 経 費 ：高い
ごみ量：少ない

Ⅰ 経 費 ：高い
ごみ量：多い

Ⅲ 経 費 ：安い
ごみ量：少ない Ⅳ 経 費 ：安い

ごみ量：多い

【事業系ごみ量と実経費の政令市比較】

（円/t）

※実経費 (円/t)
自己搬入ごみ処理費 ー 手数料収入

出典：令和３年度一般廃棄物処理実態調査（環境省）
出典：平成３０年法人土地・建物基本調査（国交省）

３ 他の政令指定市との比較

政令市平均
8.7kg/m2

政令市平均
6,638円/t

(kg/m2)
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平成16年度の事業系ごみ対策

4 事業系ごみ対策のこれまでの取組

１ 経緯
平成１４年１１月 「北九州市ごみ処理のあり方検討委員会」（浅野直人委員長） 設置
７回の委員会及び各団体（９団体）との意見交換に基づき、平成１５年７月に委員会より提言

２ 具体的な取組内容

ごみの排出者としての「責任の自覚と実行」

「経済的手法による誘導策の活用」と「公平性の確保」

「各主体が連携した取組体制」の確立と「エコタウン事業の戦略的活用」

（１）
事業系ごみの
市収集の廃止

市が実施していた事業系ごみ（一日平均排出量が５０ｋｇ未満）の収集を

原則廃止

（小規模の住居併設事業所は引き続き市が収集）

対象：43,000事業所

収集運搬業者による事業系ごみ回収袋（有料）の導入促進

 
 

提言の基本的方針
•

•

•
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平成16年度の事業系ごみ対策

4 事業系ごみ対策のこれまでの取組

（２）
自己搬入ごみ
処理手数料の
改定

事業者が焼却工場に持ち込むごみ処理手数料を
７００円/１００ｋｇ→１００円/１０ｋｇ に改正
単位を細かくすることで、事業者の減量努力を手数料に反映し、減量化を
促す
手数料は、周辺市町との均衡を減量の促進やリサイクルへの誘導を勘案し
設定

（3）
焼却工場の搬入
時間の拡大

平日・土曜の工場の搬入開始時間を拡大（８：４０開始→６：００開始）
日曜の早朝搬入時間を導入(6：00～８：３０）
収集運搬業者の利便性を向上

（４）
焼却工場の受入
基準の見直し

焼却工場へのリサイクル可能な紙類・廃木材の搬入を禁止
かんびん資源化センターへのかん・びん・ペットボトルの搬入を禁止
リサイクル施設（古紙問屋１４社、廃木材チップ化施設７社、かんびんペット
選別施設３か所）へ誘導

（5）
焼却工場での
展開チェック強化

焼却工場で搬入物の適正化、指導等を行うとともに、抜き打ち検査（展開
チェック）を実施

（６）
幅広いPRの展開

地域の商店街（２１０団体）や業種別事業者団体（５００団体）に丁寧な説明
個別事業所にパンフレット送付（36,000事業所）
新聞、テレビ、業界紙など各種広報手段を活用したPR
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4 事業系ごみ対策のこれまでの取組

平成29年度の事業系ごみ対策

（１）
焼却工場へ
搬入されるごみ
の監視強化

早朝夜間の時間帯に工場の監視員を増員し、搬入されるごみの内容確認
を強化（H２９．４～９月に1,423件指摘/12,385台確認）

３工場一斉展開チェック ３回/年→１５回/年

（２）
事業者に対する
直接指導

ごみの排出量の多い事業所７３か所に立入検査を行い、ごみの減量化リサ
イクルの指導

通報のあった事業所や飲食店等の小規模事業所511か所へ訪問指導

（３）
事業者団体への
出前講演等の実
施

「事業所のごみ分別・処理ガイドブック」を作成

事業系ごみ減量リサイクルについて出前講座を実施
（訪問事業者：約１００団体）

紙類、廃木材、食品廃棄物の現状及び減量化リサイクル等について説明
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4 事業系ごみ対策のこれまでの取組

近年の事業系ごみ対策

（１）
事業所に対する
啓発・指導

大規模事業所や飲食店等を中心に事業所を訪問し、排出・分別状況の確認

約８００事業所に「廃棄物の再使用、再利用に関する計画書」を毎年策定す
るように指導し、ほぼ全事業所が提出

「廃棄物適正処理の講習会」を毎年開催し、約３００事業者が参加

ガイドブックやホームページで、処理方法やリサイクル等について情報提供

（２）
工場等での受入
体制・指導

焼却工場の搬入前に、違反物持ち込みや市外からの搬入、無許可疑いの
事業者を指導（R4実績：348件）

搬入車両の積載物を展開チェックし、違反物など確認された場合は、持ち
帰るように指導（R4実績：５２４件展開チェックのうち、５６件指導）

悪質な違反には警告書を発して指導（R4実績：７件）

（３）
リサイクルへの
誘導

リサイクルが可能な紙類・廃木材は、リサイクル業者へ誘導

事業者が紙類を分別・リサイクルできるように、「雑がみ分別BOX」の無償
配布や、紙類を保管する保管庫を貸与
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【事業系ごみの組成調査】 【事業系ごみに混入した紙類】

事業系ごみの組成調査の結果、分別すればリサイクルできる紙類などが多く含まれている

特にコピー紙や段ボールなど紙類が40％、プラスチック類24％が混入している

（１） リサイクル可能なごみの混入

※R2年度事業系ごみ組成調査結果

５ 事業系ごみ対策の課題
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【搬入指導の理由】

【搬入された市外ごみ】

搬入車両の約１５％が市外ナンバー車両
焼却工場で行っている搬入指導のうち、「市外ごみ疑い」の事例が15％
周辺都市の指定袋が確認されるなど、周辺都市から一定程度のごみ持ち込まれている

（２） 周辺都市のごみの流入

【市外車両の工場への搬入割合】

※R5.4～10月に新門司・皇后崎工場に搬入した車両

５ 事業系ごみ対策の課題
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６ 今後の事業系ごみ対策の方向性

＜従来の取組から踏み込んだ減量化・資源化対策が必要＞

【諮問にいたった背景】

本市の家庭ごみは、市民の協力を得て減量リサイクルを進めたことで、他都市と

比べても減量化や高いリサイクルを実現している

一方、事業系ごみは、平成１６年度に事業系ごみの市収集の廃止やごみ処理手数

料の改定等を実施（約２０年が経過）以降、大規模な対策は行っていない

その結果、事業系ごみ量は政令市の中で最も多く、さらなる対策が必要

事業系ごみの現状は、リサイクルできるものが多く含まれており、周辺都市から

もごみが流入しており、早急な改善が必要
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②工場等での受入体制・指導のあり方①事業所に対する啓発・指導

④リサイクルのさらなる促進

●リサイクルの受け皿整備
市内にはリサイクルの受皿が整備されているもの
の、事業所から排出されるごみには、分別すればリ
サイクルできるものが多く含まれており、リサイク
ルへ誘導する仕組みづくりが必要

③手数料のあり方

●事業所訪問・立入検査

訪問事業者数は増加しているが、悪質な排出者
に対する、より強い指導が必要

●事業系ごみに関する周知・情報提供
事業者向け講習会などに参加していない事業者へ
の周知等が必要

●ごみ処理手数料の見直し
ごみ処理手数料が周辺都市に比べて割安なため、
周辺都市からのごみ流入の一因となっており、対
策が必要

新日明工場の建設等に伴い、ごみ処理経費が将
来的に20,000円以上になることが見込まれ、事
業者の受益者負担の検討が必要

●違法搬入業者、無許可業者等指導強化
違反物を搬入する業者や、無許可疑いの業者等
が多く見受けられ、対策が必要

●市外からの持ち込み
市外ごみの持ち込みが一定程度あると考えられ、
常時搬入車両を確認できる体制が必要

６ 今後の事業系ごみ対策の方向性
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７ 今後のスケジュール（案）

R6.２月 R6.５月 R6.７月

方針決定

環境審議会
諮問

（現状と課題）

R6.2月

環境審議会
（対策案の検討）

①事業所への啓発・指導
②工場受入体制あり方

R6.5月頃

環境審議会
（答申案検討）

R6.7月頃

業界・関係団体ヒアリング

R6.夏頃

環境審議会
（対策案の検討）
③リサイクル促進
④手数料のあり方
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